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恵庭って、こんなまち！

札幌市

千歳市

出典：恵庭市「移住情報パンフレット」

札幌市と千歳市の中間に位置

北海道「道央圏」に位置する
人口 約７万人のまち

住民の９２％が「住みやすい」
と答える 満足度の高いまち



市街地

自衛隊
演習場

豊かな自然と
充実した都市機能

３つのＪＲ駅(鉄道駅)
を中心とした「市街地」

森林地域

多種多様な野菜や穀物を
生産する「農地」

四季折々の様々な景色が
みられる「森林地帯」

出典：恵庭市「移住情報パンフレット」

自衛隊
演習場

自衛隊
演習場

森林地域

農地

恵庭って、こんなまち！



恵庭って、こんなまち！

人口７万人のコンパクトシティ

JR３駅から２kmの範囲に都市機能がおさまっており、
徒歩でも暮らしやすいコンパクトなシティです。

暮らしにかかせない

お店や施設が徒歩圏内に

ギュッと集まっています

出典：恵庭市「移住情報パンフレット」



恵庭って、こんなまち！

花のまちえにわ

2020年には北海道を代表する
12名のガーデナーが手掛けた7つ
のガーデンを備えたエリア「は
なふる」が整備されました！

特に恵み野は、恵庭の中でも
ガーデニングに盛んなエリア。
オープンガーデンを目当てに恵
庭市を訪れる方もいます。

出典：恵庭市「移住情報パンフレット」



ＰＦＩ事業導入の経緯



柏陽恵央地区にある市営住宅

柏陽団地
管理戸数 72棟 328戸
築40年以上経過（H28.3末現在）

平屋建て48棟 184戸
２階建て12棟 72戸

恵央団地
5棟 182戸

1号棟 32戸/4階建て（H15）
2号棟 40戸/5階建て（H16）
3号棟 40戸/5階建て（H17）
4号棟 35戸/5階建て（H19）
5号棟 35戸/5階建て（H24）

恵み野駅



恵庭市公営住宅等長寿命化計画

○ 策定：平成２９年３月

○ 建替実施方針

① 柏陽、恵央団地の一体的整備

② 地域拠点施設の整備

③ 民間事業者の活用

市営住宅柏陽・恵央団地建替基本計画の策定
（令和元年５月）



柏陽恵央地区にある市営住宅

恵み野駅

公営住宅集約ゾーン（約1.8ha）
・公営住宅の集約整備
・民間賃貸住宅の整備 等

民間事業ゾーン（約4.6ha）
・戸建て住宅の整備
・民間賃貸住宅の整備 等

地域コミュニティゾーン（約2.1ha）
・公民複合機能施設の整備
・子育て支援機能の充実
・民間賃貸住宅の整備 等



市営住宅建替事業を進める上での課題

市営住宅140戸（ＢＴ方式）の整備を

1. 一括で整備

2.  分割で整備

単年の財政負担額大

スケジュールの長期化

【課題】① 財政負担の圧縮

② スケジュールの短縮



令和元年５月 柏陽団地入居世帯数 ２４５

令和３年８月 柏陽団地入居世帯数 １６０

○ 安心できる住まいの提供
事業を少しでも進めるための計画見直し方針
・１棟（４０戸）の先行建設
・事業を一体整備から段階整備へ
・事業整備手法の枠組みは変えない（ＰＰＰ/ＰＦＩ）

○ 移転の働きかけ



市営住宅恵央団地PFI建替事業 (第一段階)
①市営住宅建替事業

整備手法 ＰＦＩ法に基づくＢＯＴ方式

事業期間 20年

整備戸数 中層棟 60戸（耐火構造）

低層棟 20戸（木造）

合計 80戸

間取り 中層棟 40戸/1LDK 20戸/2LDK

低層棟 10戸/1LDK 10戸/2LDK

②余剰地活用事業

戸建分譲住宅用地として整備



整備方式がＢＴからＢＯTに変わった経緯 ①

交付金（家賃低廉化事業）あり 交付金（家賃低廉化事業）なし



整備方式がＢＴからＢＯTに変わった経緯 ②

・ＢＯＴ方式（Build Operate Transfer）

民間事業者が施設を建設・維持管理・運営する。

事業期間終了後、公共へ所有権を移転する。

・借上型市営住宅

民間所有の建物を市営住宅として借り上げる。

借上期間中は、家賃低廉化分を家賃対策補助金として

国費を充当できる。 （補助期間は１０年または２０年）

・事業収支

ＢＴ方式と同様の収支が見込める。



市営住宅恵央団地PFI建替事業

【 事業スケジュール 】

・実施方針（案）の公表 令和5年3月14日

・募集要項の公表 令和5年4月27日

・提案書類の提出 令和5年10月5日

・プロポーザル 令和5年11月9日

・事業者の決定 令和5年11月13日

・事業契約 令和6年2月15日

・建物竣工 令和7年12月31日まで

・維持管理期間 令和28年4月2日まで



ＰＦＩ事業実施体制



・事業者選定まで、まちづくり整備課で実施。
・課長、主査、スタッフの３名体制。
・職員１名育児休業のため、実質２名体制。
・事業者選定業務中、主査が人事異動。

市営住宅恵央団地ＰＦＩ建替事業実施体制



国等の支援制度



国等の支援制度（PFI関連事業のみ）

①国直轄事業を活用

平成29年度公営住宅にかかるPPP/PFI導入推進事業

令和4年度専門家派遣によるハンズオン支援

②社会資本整備総合交付金を活用

事業者選定支援業務

公営住宅整備事業



平成29年度公営住宅にかかるPPP/PFI導入推進事業

◇ 業務内容

・検討会、庁内会議の組織化

・ＰＰＰ／ＰＦＩ勉強会の開催

・地域アンケート、ワークショップの開催

・事業スキームの具体化

・基本構想（案）のまとめ



令和4年度専門家派遣によるハンズオン支援

◇ 業務内容

・民間事業者サウンディング・ヒアリング支援

・事業スキーム、具体化に対する助言

・募集要項等作成支援

・事業者選定の諸手続きに係る助言



ＰＦＩ事業への期待



ＰＦＩ事業
への期待

○ 事業支出の圧縮

○ 事業設計施工期間の短縮

○ 職員負担の軽減

○ 公共サービスの向上

→  整備費の支出抑制、財政負担の軽減・平準化

→  維持管理経費の軽減 など

→  従来手法 約３ヶ年 ＰＦＩ事業 約２ヶ年

→  同一事業者との一括契約による負担減

→  維持管理業務の執務時間外の対応時間の削減

→経済的、効率的、効果的な実施



ＰＦＩ事業での苦慮



○ＰＦＩ事業に関する知識の習得

○交付金・補助金制度の確認

○提案書の審査、設計・工事内容の確認

⇒ゼロからのスタート
専門家によるアドバイザリーの活用

⇒内閣府や国土交通省との協議
交付申請窓口との協議

⇒事業者選定時の資格審査、提案審査
事業契約後の設計・工事モニタリング

ＰＦＩ事業
での苦慮



ＰＦＩ事業を進めるにあたり



○事業規模等の検討

○整備地区周辺課題の整理

○民間活力導入に係る情報収集

⇒施設整備＋余剰地活用
複数施設の集約＋集約施設跡地利用

⇒インフラ施設更新
複数事業のＰＦＩ事業化は、庁内協力が重要

⇒ＰＦＩ推進事業補助の活用
先進自治体視察、ヒアリング

ＰＦＩ事業
を進めるに
あたり



○コンサルタント支援

○民間事業者との対話

○最善の手法の検討

⇒導入可能性調査業務支援、事業者選定業務支援
モニタリング（設計、建設、管理）

⇒自治体が実施したいことができるのか
独自提案はありそうか

⇒ＰＦＩ事業を行うことが目的とならないこと
メリット・デメリットを十分理解する

ＰＦＩ事業
を進めるに
あたり



市営住宅恵央団地ＰＦＩ建替事業
完成イメージパース



出典：土屋ホールディングス



ご清聴ありがとうございました。


